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■研究調査レビュー

奄美市の誕生と介護保険の運営

赤塚嘉寛（奄美サテライト教室科目等履修生）

１．はじめに

2000年４月に地方分権一括法が施行され，

市町村が自らの責任と判断で行政の施策・サ

ービスの内容を決定し実施していく地方分権

が現実の歩みをはじめた。これと平行して，

一層簡素で効率的な財政運営を求める国は，

三位一体改革を押しすすめ，アメとムチ')で

市町村合併を促進している。実際，増大する

社会保障費は市町村の財政を耐えがたく圧迫

している。この実情を踏まえれば，合併後の

奄美市においては，高齢者介護は後退するよ

うに思われる。この懸念がどの程度当たって

いるかを本稿で吟味する。

給付等に関して必要な事項を定め，もって国

民の保健医療の向上及び福祉の増進を図るこ

とを目的とする｡」とうたっている。

さらに第２条において，①介護保険は，被

保険者の要介護状態又は要介護状態となるお

それがある状態に関し，必要な保険給付を行

うものものとする。②前項の保険給付は，要

介護状態の軽減若しくは悪化の防止又は要介

護状態となることの予防に資するよう行われ

るとともに医療との連携に十分配慮して行

われなければならない。③第１項の保険給付

は，被保険者，心身の状況，その置かれてい

る環境等に応じて，被保険者の選択に基づき，

適切な保健医療サービス及び福祉サービスが，

多様な事業者又は施設から，総合的かつ効率

的に提供されるよう配慮して行われなければ

ならない。④第１項の保険給付の内容及び水

準は被保険者が要介護状態となった場合にお

いても，可能な限り，その居宅において，そ

の有する能力に応じ自立した曰常生活を営む

ことができるように配慮されなければならな

いと規定している。

この介護保険制度を支える運営資金に関し

ては，第１号被保険者（65歳以上）１８％，第

２号被保険者（40歳～64歳）３３％，国25％，

県12.5％，市町村12.5％という割合で負担す

る。この保険料は３年経過ごとに見直しをす

る。実際に介護を受けるときは１割の自己負

担がある。要介護度により受けるサービスの

量が制限される。本レポートの展開には関係

していない。

2．名瀬市の高齢者介護（介護保険）の経緯

と実態

（１）介護保険の導入

高齢者介護は昔は嫁や娘がもっぱら家庭内

で親孝行としてやってきた。しかし，核家族

化，女」性の職場進出等，社会環境の変化につ

れ，介護保険制度ができてからはこれに依る

ことが多くなった。従ってここでは介護保険

を中心に述べる。介護保険法（1997年１２月

１７曰法律第123号）はその第１条に「この法

律は，加齢に伴って生ずる心身の変化に起因

する疾病等により要介護状態となり，入浴，

排せつ，食事等の介護，機能訓練並びに看護

及び療養上の管理その他の医療を要する者等

について，これらの者がその有する能力に応

じ自立した曰常生活を営むことができるよう，

必要な保健医療サービス及び福祉サービスに

係る給付を行うため，国民の共同連帯の理念

に基づき介護保険制度を設け，その行う保険

(2)名瀬市の介護保険の実態

名瀬市が2002年度に作成した介護保険事
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過去のデータから見込み額として算出される。

従って，負担総額は以下のように算出される。

業計画書を見よう。まず名瀬市の人口と要介

護者は表１．表２のとおりである。

2003年度：3,106,088,520円×(23％-8.95％）

＝438,405,437円

2004年度：3,211,290,859円×（23％-8.95％）

＝451,186,365円

2005年度：3,287,527,054円×（23％-8.95％）

＝461,897,551円

表１・名瀬市の推計人ロ 単位：人

2004年.：２００３ニーニ 2005年度

４１，７２８

１４，２１９

８，８４０

２１．２％

４１９８６２２４３

１４２７７１４３３２

８７２９８６１５

２０．８％

以上のことから負担総額は，1,349,489,353

円となる。ここでいう調整交付金は，市町村

間の介護保険の第１号被保険者の多少による

地域格差を調整するために国が交付する資金

であり，以下の数式で示される。

(出所）名瀬市介護保険事業計画書（2002年12月）

表２・要介護者等の推移予測 単位：人

２００４ニーニ２００３ﾆｰﾆ ）Ｏｂ：

調整交付金＝標準給付額×調整交付金交付割

合（％）

調整交付金交付割合（％）＝23％－（１８％×

後期高齢者補正係数4)×所得補正係数5)）
２２６８２１６

(出所）名瀬市介護保険事業計画書（2002年12月）

保険料収納必要額は，第１号被保険者負

担額十財政安定化基金拠出金6)＋財政安定

化基金償還金7)であることから，保険料収納

必要額＝1,349,489,353円十9,604,906円＋

64,500,000円＝1,423,594,259円となる。

保険料賦課総額は，保険料収納必要額÷予

定保険料収納率（97％）である。従って，

1,423,594,259円÷0,97＝1,467,622,948円と

なる。

最後に保険料基準額は，保険料賦課総額÷

所得段階別加入割合補正後被保険者数であ

る。従って，1,467,622,948円÷22,302人＝

65,807円（基準額・年額)，さらに65,807円

÷12月＝5,484円（基準額。月額）と算出で

きる。

以上のことから名瀬市の介護保険料は，保

険料が月額5,500円，年額66,000円と決めら

れた。

名瀬市の介護保険課によると被介護者の中

に24時間介護を受けるため高額の介護給付

者（年間400万円超）が約400人おり，彼らだ

けで16億円を要する。これが全体の介護費

用を大きく押し上げている。次に名瀬市にお

ける介護保険料の決め方を見る。第１号被保

険者保険料の算定は以下のとおりである。

全国平均の財源構成は，第２号被保険者保

険料32％，第１号被保険者保険料１８％，調整

交付金５％，国の定率負担20％，県の定率負

担12.5％，市町村の定率負担12.5％である。

名瀬市の第１号被保険者の，標準給付費に

対する負担総額は，全国平均よりは低い水準

で算出される。数式で示すと以下のとおりに

なる。

第１号被保険者負担額＝標準給付費見込額

×（23％2)－調整交付金割合8.95％3)）

全額で表示すれば，名瀬市の標準給付費は，
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表３・名瀬市の所得段階別被保険者数.加入割合推計（2003年度）

ｕ写

票４勝腿
□

DＣ

今補

E保険者麺

（出所）名瀬市介護保険事業計画書（2002年12月）表中（）は全国の％である。

所得段階別加入割合補正後被保険者数:第１号被保険者総数の見込数を，基準額を収める第１号被保険者数に換算した数である8）

名瀬市の第１号被保険者の介護保険料が高

いのは表３にみるように第１段階・第２段階

の被保険者の割合が多い(67.9％)からである。

第１段階の被保険者は生活保護受給者，第２

段階の被保険者は低所得者層に該当する。名

瀬市より生活保護世帯の割合が大きいのは瀬

戸内町ぐらいである。

ｌ）第１号被保険者負担と調整交付金合計相

当額

第１号被保険者の負担割合を18.0％，調整

交付金の割合を５％として設定すると，第１

号被保険者が負担すべき割合は標準給付見込

額23.0％となる。よって第１号被保険者が負

担すべき費用は483,713,899円となる。

3．笠利町と住用村の高齢者介護（介護保険

制度）の実態と名瀬市との比較検討

２）調整交付金見込額

後期高齢者加入割合補正係数を0.8484,所

得段階補正係数を0.8285とすると，調整交付

金見込交付割合は10.35％となる。よって，

標準給付見込額を乗じることで調整交付金見

込額が求められ,３年間で217,669,000円と

なる。

（１）笠利町の介護保険

笠利町の人口と高齢者数は表4のとおりで

ある。

表４・笠利町人口推計 単位：人

３）財政安定化基金拠出金見込額

標準給付金見込額のうち，財政安定化基金

拠出額を0.1％とすると，財政安定化基金拠

出見込額は2,103,104円となる。

2003年度

６，７６６

２，１０２

３１．１％

人口

65歳以上

高齢化率

(出所）笠利町老人保健福祉計画介護保険事業計画

（2003年３月） ４）保険料収納必要額

第１号被保険者負担と調整交付金合計相当

額から調整交付金見込額を控除し，財政安定

化基金拠出金見込額を加算した費用が保険料

として収納すべき必要額となる。よって，３

年間で268,148,003円となる。

第１号被保険者の保険料基準額を2003年

度，2004年度，2005年度の標準給付見込額

の合計を過去の資料から2,103,103,907円と

推計して算定した。

2３



N０．２５2006年１月号奄美ニューズレター

笠利町と同様に第１号被保険者の保険料基

準額を2003年度，2004年度，2005年度を合

計した標準給付見込額を６１３，０００，０００円と推

計して算定した。

５）保険料基準月額

保険料の収納率を，これまでの状況を勘案

して97.5％と設定すると，１人あたりの年間

基準保険料は52,755円となり，月額換算の

4,396円が求められる。

第１号被保険者負担割合

後期高齢者補正係数

所得段階補正係数

保険料収納率

調整交付金交付割合

１８．０％

0.8424

0.8230

96.0％

１４７％

以上のことから笠利町の保険料基準額は，

月額で4,400円，年額にすると52,800円とな

る。

（２）住用村の介護保険

住用村の人口と高齢者数は表５のとおりで

ある。

以上のことから住用村の保険料基準額は月

額で4,900円，年額にすると58,800円となる。

(3)名瀬市と笠利町。住用村の介護保険の比

較

名瀬市，笠利町，住用村の介護給付サービ

ス状況を比較すると表６のようになる。

表５・住用村の人口と高齢者数推計単位：人

2003年度末実績見込

１，９１５

５６９

２８．７％

人口

65歳以上

高齢化率

(出所）住用村老人保険福祉計画介護保険事業計画
（2003年３月）

表６・名瀬市・笠利町・住用村の介護給付サービスの状況 単位：件数，千円

住用村の

給付額

４３，９１２

１０８，９６０

６，５７９

１４，９２８

５，１８８

５９４

１８３

８６

３５８

４４５

１８１，２３３

４３１１０６８０３４２３４３３居宅介護サービス費

施設介護サービス費

居宅介護サービス計画費

居宅支援サービス費

居宅支援サービス計画費

高額介護サービス費

居宅介護福祉用具購入費

居宅支援福祉用具購入費

居宅介護住宅改修費

居宅支援住宅改修費

合計

被介護者数

３６９１４１６３４４９９４

１１３５４９１１７８６

４０８７５６４１

３９９５２４１８２

２６６７１３０６９

３８１５１７８

７００

２３１１１７４

３５５９

３８００６５０６４８５９３４２８４３３１２５３５６５

１１６２１６

(出所）名瀬市，笠利町，住用村それぞれの介護担当課から入手した資料を基に作成した。・・・は入手できず不明な部分。利用
した資料：『名瀬市介護保険事業状況報告（2003年度分)』，『笠利町笠利町の第２期介護保険料について（2003年度分)』，
『笠利町2003年度歳入歳出決算額』，『住用村介護保険料についてのお知らせ（2003度分)』，『住用村実質収支に関する調書
（2004年９月)』

2４



奄美ニューズレター N0.252006年１月号

表６の合計欄から，サービスを受けた件数

で介護に要した給付総額を割るとおおよそ名

瀬市１件あたり56,000円，笠利町１件あたり

109,000円，住用村１件あたり45,000円とな

る。総額を被介護者数で割ると名瀬市１人あ

たり1,283千円，笠利町1,538千円，住用村

1,502千円になる。

高齢者介護の優劣を論ずる場合その基準を

どこに置くかは難しいが，最もわかりやすい

のは被介護者１人当たりの給付金額であると

思われる。単純に比較すると笠利町の１人あ

たり1,538千円がもっとも大きく，次いで住

用村の1,502千円，最後に名瀬市の1,283千円

となる。

介護施設数の多さも介護環境の優劣を見る

目安になると思われる。これは表７のとおり

であり，名瀬市が圧倒的に多い。ついで笠利

町，住用村の11頂になる。見方をかえて施設数

をそれぞれの被介護者数で割ると，名瀬市

0.097，笠利町0.068，住用村0.103となる。

単純に計算すると住用村が被介護者１人あた

り施設数が多く，次いで名瀬市,３番目に笠

利町になる。実際には施設の大きさサービ

スの内容をこまかに検討しなければ優劣は判

断できないが，表６，７から見るかぎりサー

ビスの多様さは名瀬市が優れている。

表７.介護保険指定サービス事業者登録状況
(2004年９月１曰）

『
住用村

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

短期入所療養介護

居宅療養管理指導

福祉用具貸与

居宅介護支援

指定介護老人福祉施設

介護老人保健施設

指定介護療養型医療施設

合計

２

１
’
１
’
１

１

３

２

１

1２

(出所）鹿児島県大島支庁「奄美群島の概況」2004年板から抜粋

奄美市になった場合の高齢者介護の変化４． ｌ）介護保険料賦課徴収事務については，国

保税と同じ取扱いとし，納期を８期とする。

２）介護保険料減免事務については，基本的

な事務の取扱いに差異はなく現行どおりと

する。

（１）合併直後の予想

奄美大島地区合併協議会は，介護保険の取

り扱いを次のように運用すると予想している。
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３）介護保険基金については，給付準備基金

を３市町村とも保有しており新市に引き継

ぐものとする。

４）介護保険事業計画については，当面2005

年度策定の３市町村の第３期(2006～08年

度）介護保険事業計画に従う。それにより，

保険料は３年間について不均一賦課とし，

第４期（2009～11年度）介護保険事業計画

から統一保険料とする。

笠利町と住用村の被保険者は1,100円以内，

800円以内で保険料が上がる可能'性がある。

名瀬市の被保険者は全国で４番目に高い保

険料を払っているわけだから，たとえわずか

でも保険料が下がることは朗報であるに違い

ない。笠利町，住用村の被保険者は保険料が

上がるのは耐えられないことであるはずだが，

それでも名瀬市との合併を選んだ。介護保険

指定サービス事業者登録数は2004年９月１

日現在（表７参照)，名瀬市217，笠利町29，

住用村12である。被介護者は希望すれば隣

接する市町村のサービスを受けられる。実際

にはわが町の被介護者優先になる。名瀬市に

おける介護保険指定サービス事業者の構成か

らして，サービスの種類の豊富さ選択の幅の

広さをもたらすので，このことが奄美市にな

れば笠利町，住用村の被介護者の受けるもっ

とも大きい利点となる。実は笠利町，住用村

と介護施設を増設拡充する必要に迫られてい

る事’盾からして名瀬市と合併しなくともいず

れ介護保険料は上がるはずであった。

保険料以外の得失にも目をむけよう。介護

保険制度は文字どおり「保険」制度であり，

その「保険」の実施主体は国でも県でもなく

市町村である。従って，保険事業を営むにあ

たっての母体が合併（３市町村→１市)すれば，

企業等と同じように事務費をスリム化できる。

保険者である市町村は，保険料を決定する

際に介護給付費の支出見込みをその根拠とす

る。この見込みが多すぎた場合，保険料額の

設定は積立金となる。逆に少なすぎた場合は

財源が足りなくなって，県の財政安定化基金

からの借り入れを余儀なくされる。同借入額

は次期の事業運営期間において返済しなけれ

ばならないので，次期の保険料がハネ上がる。

介護給付費の正確な支出見積もりは，適正な

保険料額設定に欠かせないものであるが，小

規模な市町村ではこれが難しい。例えば，要

介護度５の被保険者が１人特養に入所した場

合は，その1年間に介護給付費は約400万円

2008年度まで従来の３地区それぞれの介

護保険料徴収は，笠利町，住用村が給付準備

基金を有効に活用し，介護保険料の引き上げ

を１年でも先へ延ばすことを意味する。

市町村合併の行政区域拡大による介護保険

の得失をさらに細かく考えて見よう。当初予

定の６市町村の合併が頓挫し，名瀬市，笠利

町，住用村の３市町村合併にとどまった。こ

のため，当初期待したほどの顕著な合併効果

はないかもしれないが，下記のようにいくつ

かの得失をあげることができる。

第４期（2009～11年度）には統一した保険

料を実施徴収する。当然のことながら，奄美

市に住む被介護者は自分の選択する介護サー

ビスを契約により享受できる。新しく設定さ

れる介護保険料は従来の笠利町，住用村より

低くなるかどうかはわからないが，若干上が

ると予想される。従来の名瀬市の介護保険料

よりは低くなるか，それ以上は上げないよう

に努力する点は名瀬市の給付担当者の回答か

ら予想されるところである。

2009年以後はサービス供給が同一水準に

保たれれば，名瀬市の保険料＝笠利町の保険

料＝住用村の保険料となる。すなわち，

（5,500-α）円＝（4,400＋β）円＝（4,700

＋０）円となる。α，β’０を正数とすると，

αは800円を下がることはなく，βは1,100

円を超えることはなく，０は800円を越える

ことはない。従って名瀬市の被保険者は800

円以内で保険料が下がることを期待できる。
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にのぼるが，大規模な市町村であれば，これ

が介護給付費全体に占める割合は僅かなので

多少の需給の変動を吸収できる。被保険者が

数百人程度の小規模市町村において10人の

要介護度５特養入所者が突発的に発生した場

合は，介護給付費は１年間で約4,000万円に

ものぼり，財源不足→財政安定化基金からの

借り入れ→次期保険料の増額という事態に

陥ってしまう。グループホーム等が乱立した

場合，介護給付費予測が非常に困難になる。

この意味で，小規模市町村である住用村や

笠利町にとって，名瀬市との合併は介護給付

費の分母額が増大し，適正な保険料を決めや

すくなる。同時に介護保険事業より安定した

ため，メリットの幅が大きいといえる。

もしれない。その代わり多様な介護サービス

を受けることができる。そう考えると高齢者

介護は後退するとの仮説は一部覆ったという

べきだろう。市町村合併を聞いたときは財政

運営に重点が置かれ，高齢者に対する扱いは

厳しくなり，介護環境も後退すると予想せざ

るを得なかったのである。

介護サービスが社会化され営利事業に参入

が開放されたことから，放任しておけば介護

費用は際限なしに増大するであろう。何らか

の方法でこれを抑制することは当然の成り行

きである。介護保険制度は３年ごとに介護保

険料の見直しを行い，安定化基金から借り入

れできるようになっているが，被保険者が支

払う能力には限りがある。市町村，県，国が

支払う能力も無限ではない。適度の抑制が必

要である。

市町村合併と時期を合わせるように介護保

険法が改正され来年４月から施行される。そ

の中でも，予防給付の新設に注目したい。こ

れにより，軽度の要介護者を中心に利用者の

大多数を筋力トレーニングなど給付額の少な

い介護予防給付に移すという。施設入所者に

は居住費，食費の負担を新たに求める。市町

村が独自に設定し，利用者も原則的に地域の

住民に限る地域密着型サービスが創設される。

在宅介護サービスを充実させようとの狙いが

単に施設の利用制限に傾く不安があるとも指

摘されている9)。予防給付がふえ事業者とし

て受け取る介護報酬の減額などから新制度が

軌道にのるまで幾多の混乱が生じると不安視

されている。高齢者介護を考える場合，市町

村合併より，この介護保険法の改正のほうが

大きな影響をもたらすようだ。

筆者は「合併後の奄美市における高齢者介

護は後退する」との仮説を立てたが，検証の

過程で次のような点に気付いた。介護保険制

度の安定した維持のために市町村合併を役立

てる方が望ましい。昔の姥捨て山は論外とし

て高齢者介護には，それなりの費用がかかる。

（２）結論

以上のことから，合併により奄美市になっ

た場合，予想される介護保険の運営は，以下

の５つに要約することができる。

１）従来の笠利町・住用村の高齢者介護は介

護保険料が上がると見込まれる。

２）従来の名瀬市の高齢者介護は介護保険料

が下がる可能性がある。

３）従来の笠利町・住用村の被介護者は従来

の名瀬市に設置されていた多くの介護施設

を利用しやすくなる。

４）介護保険関係の事務費は合併によるスリ

ム化により全体として削減が見込まれる。

５）合併により市町村の規模が大きくなるこ

とを生かし，より適切な介護保険計画にな

ると期待される。

５．おわりに

本稿では，合併後の奄美市における高齢者

介護は後退する，という仮説を立てそれを検

証してきた。大多数の名瀬市の被介護者

（80％強）は介護保険料が下がるか現状維持

と予想される。笠利町，住用村を合わせた被

介護者（20％弱）の場合はある程度上がるか
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その費用は高齢者以外の保険料を負担する

人々の同意や承認を意味する共通認識に立っ

たコンセンサスに基づくことが必要だ。とり

わけ，ベッカーの共同家計モデル10)のような

考え方が参考になる。なによりも奄美地域の

効果的な経済振興の手立てを考えることが高

齢者介護を支えるもっとも堅実な道である。

0.75＝4,125円．

第３段階：本人は住民税非課税であるが，世帯の

だれかに住民税課税。基準額×1.0＝5,500円．

第４段階:本人が住民税課税で，合計所得金額200

万円未満。基準額×1.25＝6,875円．

第５段階:本人が住民税課税で，合計所得金額200

万円以上。基準額×1.5＝8,250円．

９）長谷憲明「介護保険法改正」請實新聞２００５．８．

１１．

１０）山田誠，2005,「第１章地方の高齢者介護と介

護保険の基礎モデル」山田誠編著「介護保険と２１

世紀型地域福祉一地方から築く介護の経済学一』

ミネルヴァ書房：１７－４４．

注

１）朴源，2005,「第３章奄美の市町村財政と地方

交付税」山田誠編著『奄美の多層圏域と離島政策

一島娘圏市町村分析のフレームワーク_」九州大

学出版会：２９－４７．

２）２３％＝第１号被保険者負担分１８％＋標準的調整

交付金割合５％．また，標準給付見込み額＝（居

宅サービス総費用×実行給付率90％）＋（施設サ

ービス総費用×実行給付率88.3％）＋その他の支

援費・・・国の示す算定基準により算出する．

３）名瀬市における調整交付金交付割合：895％＝

２３％－（１８％×09153×0.8528）である．

４）後期高齢者補正係数：全国平均の後期高齢者加

入割合と名瀬市の後期高齢者割合との格差による

要介護者の発生率の相違によって生じる保険料基

準額の格差を調整するための係数である．

５）所得補正係数：全国平均の所得段階別割合と名

瀬市の所得段階別割合との格差によって生じる保

険料基準額の格差を調整するための補正係数であ

る．

６）財政安定化基金拠出金＝標準給付費見込額×

0.1％・・・県の財政安定化基金へ支出する．従っ

て，財政安定化基金拠出金は，9,604,906,433（３

年分）×0.1＝9,604,906円となる．

７）財政安定化基金償還金（償還期間６年）＝

2001年度65,518,000円十2002年度63,482,000円

＝129,000,000円．

８）標準的所得段階区分は下記のとおりである．

第１段階：生活保護受給者。世帯全員が住民税非

課税で老齢福祉年金受給者。基準額×0.5＝2,750

円．

第２段階：世帯全員が住民税非課税。基準額×

調査資料など

・奄美大島地区合併協議会の設置経緯．

.『奄美市市町村建設概要版』奄美大島地区合併協議

会．

・奄美大島地区合併協議会だより．

・名瀬市『介護保険事業計画』．

・名瀬市『介護保険のご案内』．

・住用村「老人保健福祉計画介護保険事業計画』

（2003年３月)．

・笠利町「笠利町老人保健福祉計画介護保険事業計

画」（2003年３月)．

･鹿児島県大島支庁『奄美群島の概況」2004年度版．

・社会保険研究所「介護保険制度の解説」

.（財)長寿社会開発センター『介護支援専門員基本

テキスト．
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